（別紙様式第１５号）
特定事業区域内土地所有者確認書

私は、下記の特定事業に対し、土地を提供する者の責務を十分了知していることを確認します。
記

１　特定事業者の氏名又は名称、住所又は所在地ならびに代表者の氏名

２　特定事業場の所在地

３　提供する土地の承諾期間　　　　年　　月　　日から　　　年　　月　　日

４　提供する土地

	所在地及び地番
	地目
	地積（登記事項証明書）
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


ここに確認したことを証するため、署名押印します。
　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　土地所有者　住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

　　　　　　　　　　　　　氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　電話番号

注　同意者が法人の場合は、署名押印に代えて記名押印を行うことができます。

「木更津市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例」抜粋

　（土地所有者の責務）

第４条　土地の所有者は、土砂等の埋立て等を行う者に対して土地を提供しようとするときは、当該土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害が発生するおそれのないことを確認し、これらのおそれのある土砂等の埋立て等を行う者に対して当該土地を提供することのないよう努めなければならない。

　（特定事業に係る土地所有者の義務）

第３２条　土地の所有者は、第１０条第１項（第１５条第１項及び第２６条第１項において準用する場合を含む。以下この条及び次条において同じ。）の同意をしようとするときは、当該同意に係る特定事業が一時たい積特定事業以外の特定事業である場合にあっては当該特定事業が完了した後の土地の利用計画を踏まえて第１２条第１項第１号から第１０号まで又は同条第３項第１号に掲げる事項を、当該特定事業が一時たい積特定事業である場合にあっては同条第２項第１号から第６号までに掲げる事項を確認しなければならない。

２　第１０条第１項の同意をした土地の所有者は、当該同意に係る特定事業による土壌の汚染及び土砂等の崩落、飛散又は流出による災害の発生を防止するため、当該特定事業が行われている間、規則で定めるところにより、定期的に当該特定事業の施工の状況を把握しなければならない。

３　第１０条第１項の同意をした土地の所有者は、当該同意に係る特定事業により土壌の汚染又は土砂等の崩落、飛散若しくは流出による災害が発生し、又はこれらのおそれがあることを知ったときは、直ちに、当該特定事業を行う者に対し当該特定事業の中止を求め、又は原状回復その他の必要な措置を講ずるとともに、その旨を関係機関に通報しなければならない。

　（特定事業に係る土地所有者に対する措置命令）

第３３条　市長は、特定事業に安全基準に適合しない土砂等が使用されていることを確認したときは、第７条第３項に定めるもののほか、当該特定事業に係る第１０条第１項の同意をした土地の所有者に対し、相当の期限を定めて、当該特定事業に使用された土砂等（当該土砂等により安全基準に適合しないこととなった土砂等を含む。）の全部若しくは一部を撤去し、又は当該特定事業による土壌の汚染を防止するために必要な措置を執るべきことを命ずることができる。

２　市長は、特定事業に使用された土砂等の崩落、飛散又は流出による災害の発生を防止するため緊急の必要があると認めるときは、第２８条第１項に定めるもののほか、当該特定事業に係る第１０条第１項の同意をした土地の所有者に対し、相当の期限を定めて、当該特定事業に使用された土砂等の崩落、飛散又は流出による災害の発生を防止するために必要な措置を執るべきことを命ずることができる。

　（立入検査）

第３５条　市長は、この条例の施行に必要な限度において、市長が指定する職員に、土砂等の埋立て等を行う者の現場事務所、事業場その他の業務を行う場所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させ、又は関係者に質問させることができる。

２　前項の規定により当該職員が立ち入るときは、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、関係者に提示しなければならない。

３　第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

